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　ビール系飲料の酒税は、酒類間の税負担の公平性を回復
することなどを目的に段階的に見直されてきましたが、今
年10月から最終段階として税率が一律54.25円（350ml缶
換算）に一本化されます。ビールは約9円の減税となる一方、
発泡酒（麦芽比率25％未満）と新ジャンルは約7円の増税と
なります。

　ワンポイント　ビール系飲料の「酒税」統一
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ダリア

国　税� 9月分源泉所得税の納付� 10月13日

国　税� 特別農業所得者への予定納税基準額等の通知�

� 10月15日

国　税� 8月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）� 11月2日

国　税� 2月決算法人の中間申告� 11月2日

国　税� 11月、2月、5月決算法人の消費税等の中間申告�

� （年3回の場合）　11月2日

地方税� 個人住民税第3期分の納付�

� 市区町村の条例で定める日

労　務� 労働者死傷病報告（7月〜9月分）� 11月2日

労　務� 労災の年金受給者の定期報告

� （7月〜12月生まれ）　11月2日

労　務� 労働保険料第2期分の納付� 11月2日

� （労働保険事務組合委託の場合は11月16日）

10月 の 税 務 と 労 務
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減価償却資産とは

　事業用で使用される建物や建物附属設備、機械装置、

器具備品、車両運搬具などの資産は、一般的には時の

経過などによってその価値が減っていきます。

　このような資産を「減価償却資産」といい、減価償

却資産の取得に要した金額は、取得をしたときに全額

経費になるのではなく、その資産の使用可能期間の全

期間にわたり分割して経費にしていくことになります。

　なお、土地や骨とう品などのように、時の経過によ

り価値が減少しない資産は、減価償却資産ではありま

せん。

減価償却資産の償却費

　損金とされる金額は、法人が償却費として損金経理

した金額のうち、償却限度額の範囲内の金額となりま

す。

　具体的には、各事業年度終了のときに所有している

減価償却資産について、その償却費としてその事業年

度の所得の金額の計算上損金の額に算入する金額は、

その法人がその事業年度において償却費として損金経

理をした金額のうち、取得をした日や減価償却資産の

区分に応じ、定額法や定率法など一定の償却方法のう

ちその法人が選定した償却方法で計算した金額に達す

る金額までになります。

少額の減価償却資産等の損金算入の取扱い

　取得価額が少額の減価償却資産については、一定の

要件の下で「少額の減価償却資産の損金算入」「一括償

却資産の損金算入」「中小企業者等の少額減価償却資

産の取得価額の損金算入の特例」といった措置が設け

られています。

　それぞれの制度の違いを改めて確認するとともに、

令和8年度税制改正での改正内容をみていきます。

⑴　少額の減価償却資産の損金算入（即時償却）
　法人が事業の用に供した減価償却資産（リース資産

以外）で、使用可能期間が１年未満、または取得価額

が10万円未満のものについては、「少額の減価償却資

産の損金算入」を適用することができます。

　その資産を事業の用に供したときに損金経理をした

場合、その損金経理をした金額は損金の額に算入され

ます。

⑵　一括償却資産の損金算入（3年償却）
　法人が、減価償却資産で取得価額が20万円未満の

ものを取得し事業の用に供した場合には、「一括償却

資産の損金算入」を適用することができます。

　その資産の取得価額の合計額を、その事業年度以後

の各事業年度の費用の額または損失の額とする方法を

選定したときは、その資産について損金の額に算入す

る金額は、損金経理をした金額のうち、取得価額の合

計額を36で除しこれにその事業年度の月数を乗じて

計算した金額に達するまでの金額になります。

⑶　中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損
金算入の特例（合計300万円まで即時償却）
　中小企業者等が、「少額減価償却資産」を取得等し

て事業の用に供した場合は、その取得価額相当額を損

金の額に算入することができます。

　この制度については、昨今の物価高などを踏まえ、

令和8年度税制改正で取得価額の基準が拡充された一

方、従業員数の基準は引き下げられています（令和8

年4月1日以後の取得等から適用）。

①　取得価額の基準について
　　この特例の対象となる少額減価償却資産は、取得

価額が40万円未満（改正前：30万円未満）の減価償

却資産です。

　　ただし、適用を受ける事業年度における少額減価

償却資産の取得価額の合計額が300万円を超えると

きは、その取得価額の合計額のうち300万円に達す

少額減価償却資産少額減価償却資産
の特例　　　　　の特例　　　　　
　中小企業者等については、一定金額未満の　中小企業者等については、一定金額未満の
減価償却資産について全額損金算入（即時償減価償却資産について全額損金算入（即時償
却）することができる特例があります。この却）することができる特例があります。この
特例は令和8年度税制改正で改正が行われた特例は令和8年度税制改正で改正が行われた
うえで、適用期限が令和11年3月31日までうえで、適用期限が令和11年3月31日まで
延長されました。延長されました。
　今回は、減価償却資産の償却費に関して選　今回は、減価償却資産の償却費に関して選
択することができる他の制度と併せて確認し択することができる他の制度と併せて確認し
ます。ます。
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るまでの取得価額の合計額が限度になります。なお、

事業年度が１年に満たない場合は、300万円を12

で除した額に事業年度の月数を乗じた金額が限度額

になります。

②　従業員数の基準について
　　この特例の対象となる法人は、中小企業者などで

青色申告書を提出するもののうち、常時使用する従

業員の数が、一定の法人を除き400人以下（改正前：

500人以下）の法人（中小企業者等）とされています。

　　法人が中小企業者等に該当するかどうかの判定は、

原則として少額減価償却資産の取得などをした日お

よび少額減価償却資産を事業の用に供した日の現況

によるものとされます。

③　注意点
　　注意点として、この特例の適用を受ける資産は、

租税特別措置法上の特別償却や税額控除、圧縮記帳

と重複適用を受けることができません。取得価額が

10万円未満のものや一括償却資産の損金算入制度

の適用を受けるものについても、この特例の適用は

ありません。

　　一方、有形減価償却資産だけではなく無形減価償

却資産も対象になり、中古資産であっても対象にな

ります。

　　また、この特例の適用を受けるためには、事業の

用に供した事業年度において、少額減価償却資産の

取得価額に相当する金額を損金経理するとともに、

確定申告書において取得価額に関する明細書を添付

して申告する必要があります。

固定資産税（償却資産）

　少額の減価償却資産に係る、固定資産税の取扱いに

ついても確認します。

　事業の用に供することができる資産のうち一定のも

のを「償却資産」といいます。償却資産は、固定資産

税の課税の対象になり、償却資産を所有している者は

償却資産申告をする必要があります。

　取得価額が10万円未満の資産のうち一時に損金算

入したものや、一括償却資産の損金算入制度の適用を

受けた資産、一定のリース資産については、償却資産

の申告対象から除かれます。

　一方、中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額

の損金算入の特例を適用して損金算入した資産や、少

額であっても個別に減価償却をすることを選択した資

産については、償却資産申告の対象になります。

　今年10月１日から、パートタイム・有期雇用労働者
を雇い入れる際の労働条件明示事項が追加されます。
従来の「昇給の有無・退職手当の有無・賞与の有無」「相
談窓口」に加え、新たに「通常の労働者との待遇の相違
の内容・理由等について説明を求めることができる」旨
を労働条件通知書に明示する必要があります。
※　上記以外にも雇入れ時の明示事項（契約期間、就業

場所、業務内容、始業・終業時刻、休憩時間、休日、
賃金など）がありますので、厚生労働省のモデル様式
を活用し明示事項の漏れが無いよう留意しながら進
めていくとよいでしょう。
　10月以降に使用する通知書の様式を見直すことのほ
か、説明を求められた際には、待遇差の内容や理由、
考慮した事項を、資料を用いた口頭説明または分かり
やすい資料交付等により説明できるよう体制を整えて
おくことも必要です。

10月の労務 ピックアップ 
労働条件通知書の再点検労働条件通知書の再点検

表　減価償却資産について選択できる制度のまとめ【令和 8年 4月 1日～令和 11年 3月 31 日取得】

取得価額 10万円未満 10 万円以上
20 万円未満

20 万円以上
40 万円未満 40 万円以上

中小企業者等
◎減価償却
⑴即時償却
⑵ 3年償却

◎減価償却

⑵ 3年償却
⑶�即時償却（※）

◎減価償却

⑶即時償却（※）

◎減価償却

中小企業者等以外
◎減価償却
⑴即時償却
⑵ 3年償却

◎減価償却

⑵ 3年償却

◎減価償却

※　取得価額が 10 万円以上 40 万円未満の資産について、合計 300 万円まで即時償却
　　令和 8年 3月 31 日以前に取得した資産は、取得価額 10 万円以上 30 万円未満のものが対象
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所得税の還付申告と 所得税の還付申告と 
更正の請求更正の請求
　確定申告書の提出義務がない人でも、給与等
から源泉徴収された税額などが年間の所得金額
について計算した所得税額よりも多いときは、
「還付申告」によって納め過ぎた所得税の還付を
受けられます。例えば、年の途中で退職してい
て年末調整を受けていない場合や、医療費控除
などを受ける場合には、還付申告を行います。
　一方、確定申告の期限後に、申告書に記載し
た税額等に誤りがあったことを発見した場合な
どで、申告等をした税額等が実際より多かった
ときに正しい額に訂正することを求める手続き
を「更正の請求」といいます。
　還付申告は、その年の翌年1月1日から5年
間提出することができますが、更正の請求がで
きる期間は、原則として法定申告期限から5年
以内です。

経理の豆知識  
� 売上の計上基準� 売上の計上基準
　売上を計上する基準には複数の種類があり、
業種やサービスによって異なるものが採用され
ます。主な売上の計上基準には、①出荷基準、
②引渡基準、③検収基準、などがあります。
　出荷基準は、商品を自社から出荷した時点で
売上を計上する考え方で、引渡基準は、商品が
相手に届いた時点で売上を計上する考え方です。
これらは製造業や卸売業など、商品の販売を扱
う会社で広く採用されています。
　検収基準は、相手が商品の品質や数量などを
確認し、受け入れを承認した時点で売上を計上
する考え方です。システム開発などを行う会社
で採用されています。
　売上の計上基準は、一度決めたら、取引形態
や契約条件の変更など正当な理由がない限り、
恣意的に変更することは認められません。

免税事業者から行った課税仕入れ

　消費税の税額は、事業者が納付する「受け取った消

費税額」から「仕入れや経費等で支払った消費税額」を

差し引いて計算する「仕入税額控除」を行います。

　消費税の税率は10％と8％の複数税率なので、売り

手と買い手の間で消費税率と税額の認識を一致させて

納税額を正確に計算するため、令和５年10月１日に

インボイス制度が導入されました。買い手側が仕入税

額控除の適用を受けるためには、原則として売り手か

らインボイスの交付を受けて、そのインボイスを保存

しておく必要があります。

　免税事業者などのインボイス発行事業者以外の者か

ら行った課税仕入れについては、一定の割合を控除で

きる経過措置があります。この経過措置について、適

用期限を２年間延長したうえで、次のとおり控除可能

割合が見直されました。

令和８年９月30日まで…80％（従来通り）

令和10年９月30日まで…70％

令和12年９月30日まで…50％

令和13年９月30日まで…30％

　また、一のインボイス発行事業者以外の者からの課

税仕入れの額の合計額が、その事業年度で1億円（改

正前：10億円）を超える場合には、超えた部分の課税

仕入れについては、この経過措置の適用は認めないこ

とになりました。この控除限度額の見直しは、令和8

年10月1日以後に開始する課税期間から適用されます。

R8.10

80％
２年 ２年
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50％

30％

0％0％

改正前 50％（3年）

改正後 70％
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